
問い合わせ先　所得税に関すること　　　　　佐久税務署0267（67）3460
　　　　　　　町民税・県民税に関すること　税務課住民税係（32）3126

　この制度は、ふるさと納税以外で確定申告や町民税・県民税申告の必要がない方へ向けたものです。
　確定申告や町民税・県民税申告をした場合には、ワンストップ特例申請が無効となり、控除が受けられ
なくなりますので、何らかの申告をする場合は必ずふるさと納税の寄付金控除も併せて申告してください。

ワンストップ特例制度を利用して
ふるさと納税の寄付金控除を受けている方へ

　所得額や税額は、国・県・町の制度を利用する際の基準となるため、申告を忘れると次のような影響が
あります。
◦所得・課税・扶養証明書等の発行ができません。
◦国民健康保険税等、所得額を計算の基にする税・料の所得割が正しく計算されず、軽減判定等の対象とな

りません。
◦保育園の入園（通園）では、本来の額より高くなる場合があります。

申告を忘れてしまうと・・・

町民税・県民税申告
※ただし、町内在住の
　親族の税扶養に
　なっている場合は
　申告不要です。

佐久税務署で確定申告
※添付書類の審査等が
　あるため、役場では
　なく、佐久税務署で
　申告をお願いします。

※所得税の算出結果等
　によっては、確定申告
　不要となる場合が
　ありますが、
　町民税・県民税申告
　は必要となります。

確定申告

町民税・県民税申告

○青色申告の事業収入
○住宅ローン控除（初年度）を
　受ける方
○土地・建物を売却（譲渡）した方
○株式などの譲渡所得があった方
○上場株式の配当所得があった方
○先物取引の雑所得があった方

○収入の無い方
○非課税の収入（障害年金や
　遺族年金など）のみがある方

○事業収入
　（農業・営業・不動産など）
○一時所得
　（生命保険の満期金など）
○雑所得
　（個人年金など）

○主に公的年金収入

○主に給与収入
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●公的年金収入が400万円以下、
　かつ雑所得以外の所得が20万円以下
　である方のうち、医療費や扶養など
　各種控除を受けられる方

●公的年金収入のみで400万円を
　超える方
●公的年金以外の所得があり20万円
　を超える方
　（年金収入金額にかかわらず）

●２か所以上から給与の支払いを受けた方
●年末調整が済んでいない、
　または内容に変更がある方
●給与収入が2,000万円を超える方
●給与収入以外の所得が
　20万円を超える方
　（給与収入金額にかかわらず）
●医療費控除など
　年末調整した控除以外の
　控除を受ける方

いいえ

確定申告および町民税・県民税申告簡易 フローチャート
次のとおり、フローチャートを作成しました。税申告が必要かどうか判断する目安としてご確認ください。
※あくまで、一般的なケースです。詳しくは、担当までご相談ください。

は
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町民税・県民税申告は
郵送による提出も可能です。

希望される方は、税務課住民税係まで
お問い合わせください。

佐久税務署から確定申告のお知らせ

確定申告には、ご自宅からスマホ・パソコンでご利用いただける
ｅ-Ｔａｘ・スマホ申告が便利です

所得税・個人消費税・贈与税の確定申告会場を
次のとおり開設します

感染防止の観点からも、ぜひご自宅からｅ-Ｔａｘをご利用ください。
≪確定申告などに関するお問合せ≫

国税庁ホームページ「確定申告特集」をご利用ください。

会　場　　佐久税務署　別館

期　間　　２月１日（火）～３月15日（火）　土、日および祝日を除きます。
　　　　　新型コロナウイルス感染症対策の一環として、還付申告の方の申告相談を
　　　　　２月15日（火）以前でも受け付けております。
　　　　　（注）贈与税については、２月１日（火）以降、申告相談を受け付けております。

時　間　　相談受付：午前８時30分～午後４時
　　　　　相談開始：午前９時から

確定申告会場の入場には、当日配付または国税庁LINE公式アカウントから
事前に取得した入場整理券が必要です。

※スマホをお持ちの方は、確定申告会場において、基本的にスマホを利用して申告書を作成していただきます。
※確定申告会場に来場される際は、マスクを着用していただき、少人数でお越しください。
※入場の際に検温を実施しています。咳・発熱等の症状のある方は入場をお断りさせていただきます。
※午後４時前であっても、相談受付を終了する場合があります。

問い合わせ先　佐久税務署0267（67）3460

事業主の皆さまへ

給与支払報告書の提出がお済みでない事業所はお早めに
　給与支払者（法人・個人問わず）は、給与支払額の多少にかかわらず、すべての従業員等（パート、アル
バイトや短期雇用者等も含む）の給与支払報告書を作成し、従業員等の１月１日現在（退職の場合は退職日
現在）における住所地の市区町村長へ提出することが義務付けられています。（地方税法第317条の６）
　令和３年分の給与支払報告書の提出期限は１月31日（月）となっておりますので、お済みでない場合は、
お早めの提出をお願いします。
　なお、普通徴収切替理由書兼仕切紙の請求や給与支払報告書の記入にあたり、不明な点などありました
ら、担当までお問い合わせください。

※平成30年度から長野県ではすべての事業主の皆さまに[特別徴収]（給与天引き）の実施をお願いしています。
[普通徴収]（個人で納入）となる場合は「普通徴収切替理由書兼仕切紙」を記入し、提出してください。普通徴
収切替理由書兼仕切紙の提出が無く、徴収区分が不明瞭の場合は原則どおり特別徴収とさせていただきます
のでご承知おきください。

問い合わせ先　税務課住民税係（32）3126

国税庁
LINE公式アカウント
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